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本資料について

本資料は、主として地方自治体が実施する、認可外保育施設への指導監督

の質を向上することを目的として作成した事例集となっております。

• 事例集は、全国の地方自治体の中で、認可外保育施設への指導監督に対

する方針や実績等において参考となる事例について、実際のインタビュー

内容を基に整理を行ったものです。

• 特に、「立入調査の実施について」「巡回支援指導事業について」に着目を

して記載をしております。
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認可外保育施設への立入調査について

①都道府県内・市町村内での業務量の平準化
～県と市町村/市と区の連携（権限移譲）による体制確保～

児童福祉法上の認可外保育施設の指導監督権限を有している都道府県や市の主な担当部署だ

けでは、認可外保育施設への指導・監督の十分な体制を確保できない場合がある。同じ都道府
県内の他の部署と連携をしたり、都道府県内の市町村や市内の区に権限移譲したりすることに
よって、体制を確保している事例がある。

市町村への権限移譲

茨城県では基本的には1名の一般職員と3名の巡回支援指導員（会計年度任用
職員等の非常勤職員）が認可外保育施設に関する業務を実施しているが、県職
員だけで全施設への立入調査を実施するのにはリソースの限界があるため、積
極的に市町村に権限移譲をし、県内で立入調査の業務を平準化することで、毎
年全施設への立入調査ができるようにしている。
その際、立入調査の権限を移譲して完全に市町村に任せっきりにするのでは

なく、毎年各市町村から、県職員に立入調査に同行してもらいたい施設を2施
設程度選定してもらい、県の巡回支援指導員がそれらの立入調査に同行し、市
町村に対して立入調査の助言を行っている。これにより、市町村に権限移譲を
しつつも、県内で統一した基準による指導・監査が可能になっている。さらに、
立入調査のスケジュールの組み方や立入調査当日の職員の業務分担、チェック
リストの紹介など、他市町村が実施している工夫・好事例を共有することがで
きている。

茨
城
県

Ⅰ

1.立入調査実施における工夫

ポイント
➢ 単に業務を任せたり、権限移譲したりするだけでなく、やり方を丁寧に説明したり、
保育の専門知識がある職員が立入調査に同行し、指導監督の質について
しっかりサポート

区役所との連携

横浜市内の18か所の区役所と連携することによって、市内で立入調査の業務
負担を平準化し、市内全施設の立入調査ができるように努めている。立入調査
は基本的に3名体制で実施している。保育に関する調査事項は公立保育所園長
OBであり、現場知識や経験を有する市の職員が担当し、その他項目は区の事務
職員2名が担当する分担とすることで、保育に関する調査事項であっても知識
や経験を有する人から適切な指導ができるようにしている。

横
浜
市

県の子育て支援課と健康福祉センター監査指導課とが連携

保育所等の通常の指導及び監査については健康福祉センター監査指導課が行
うこととなっており、基本的には県内5か所にある健康福祉センター監査指導
課が保育施設とやりとりをし、立入調査を実施している。
文書指導などを繰り返し、改善が見られない場合は子育て支援課に報告があ

り、子育て支援課が過去の指導状況や苦情・事故の有無などを確認し、特別立
入調査を実施するか判断をしている。

千
葉
県
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認可外保育施設への立入調査について

②巡回支援指導員の活用
～一般職員との役割分担で、より専門的な指導・助言を可能に～

保育の専門的な知識や経験を有する巡回支援指導員が立入調査に同行し、保育に関する調査

事項について担当することによって、より専門的な観点から指導・監督し、具体的な助言をで
きるようにしている事例がある。立入調査に専門的な知識や経験を持つ巡回支援指導員が同行
することで、一般職員には難しい専門的な視点の助言や指導を行うことができる。

県管轄の立入調査は原則として、福祉施設の監査を担当する部署の一般職員2
名と認可保育園勤務経験者である巡回支援指導員2名の計4名で実施している。
また、権限移譲した市町村の立入調査にも県の巡回支援指導員が同行すること
で、市町村職員への立入調査のやり方の助言や、保育施設への適切な指導・助
言ができるようになる。

茨
城
県

Ⅰ

1.立入調査実施における工夫

ポイント

➢ 保育に関する立入調査事項は保育の専門的な知識・経験を有する巡回支援指導員が

担当

➢ 立入調査後も巡回支援指導員が巡回指導をする中でフォロー

➢ 分担することによって一般職員の負荷を軽減しながら、保育施設に対しては

より専門的な視点の助言や指導を可能に

横浜市内の18か所の区役所と連携し、立入調査を実施。立入調査は基本的に
3名体制で、保育に関する部分は公立保育所園長OBであり知識や経験を有する
市の巡回支援指導員が担当し、その他項目は区の事務職員2名が担当する分担
としている。

横
浜
市

立入調査に関しては、一般職員と認可保育園長経験者の巡回支援指導員がペ
アになりチームを組成している。また、立入調査で指導をした施設には継続的
に施設に出向き、フォローアップを実施している。具体的には立入調査で指導
をした施設には後日改善報告書を提出してもらうこととし、改善が見られない
場合や、資料が提出されない場合は、2ヶ月に1度一般職員と巡回支援指導員が
共同で継続的に現地を視察し、状況を確認・指導をしている。
また、改善報告書で改善が見られる場合、巡回支援指導員が実施している抜

き打ちの午睡調査で施設を訪問する際に改善状況を確認している。

さ
い
た
ま
市
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認可外保育施設への立入調査について

③立入調査実施施設の優先順位付け

全施設に対して毎年1回立入調査を実施することが望ましいが、体制面上どうしても全件調

査が難しい実態がある場合に、優先順位の考え方を実施要領で定め、優先順位に従って立入調
査を実施している事例がある。

Ⅰ

1.立入調査実施における工夫

ポイント

➢ 立入調査実施の優先順位の考え方を実施要領で定めている

➢ 優良施設に対しては2年に1回の立入調査としつつ、書面による調査は毎年全施設に

対して実施。立入調査は優先順位が高い施設から実施

書面による調査

全施設に対して書面による調査を実施し、実施方法は県の実施要領で定め、調書の内容は別
途定めるとしたうえで、毎年内容を見直ししている。

実施要領に立入調査の優先順位の考え方を規定

原則全施設に対して立入調査を実施することが望ましいことは理解した上で、体制面上どう
しても全件調査が難しい実態があり、立入調査実施の優先順位の考え方を実施要領で定めてい
る。立入調査の実施に係る事項については、実施要領において規定しているが、立入調査は年
１回以上行うことを原則としつつも、実態を勘案し、当該実施要領において、通常の立入調査
の特例として、指導監督基準を満たし、運営上問題となる事由が認められない施設については、
2年に1回の頻度で、立入調査を実施することとしている。

5

千葉県

優先的に実施する施設
◼ 新規に設立された施設
◼ 前年度までに指導を行った施設
◼ 利用者や職員から苦情が出ている施設



認可外保育施設への立入調査について

④情報収集手段の工夫
～書面や写真でのコミュニケーションの活用～

自治体側の人員リソースに限りがある中で、書面や写真などを活用することによって、保育

施設の状況をより把握できるようにしている事例がある。

Ⅰ

1.立入調査実施における工夫

ポイント

➢ 立入調査の前に調書を提出してもらい、施設の状況をあらかじめ確認

➢ 立入調査での指摘事項の改善状況は、書面の回答に加え写真などにより確認

立入調査の事前調書確認

全施設に対して書面による調査を実施。実施方法は県の実施要領で定め、調
書の内容は別途定めるとしたうえで、毎年内容を見直している。
立入調査にあたっては、保育施設から事前に調書を提出してもらうこととし

ており、書面による調査においても同一の調書を活用している。調書は各施設
が県のHPからダウンロードができるようにしている。

千
葉
県

立入調査後の書面による改善状況の確認

立入調査で指摘があった項目について、保育施設から書面で改善状況の回答
を提出してもらうようにしている。指摘項目が書類の整備、施設の状況などに
関する場合は、併せて証拠となる資料（書類のコピー）や写真（施設の状況が
わかるもの）等を提出してもらうことで確認している。さらに情報が不足して
いる場合は、電話で保育施設に対応内容の聞き取りを行うなど、改善状況を丁
寧に確認している。

佐
賀
県
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認可外保育施設への立入調査について

⑤職員によるバラつきの軽減
～立入調査を実施する職員のレベルアップ～

管掌内で全施設に対して同じような基準で指導・監督ができるように、立入調査を実施する

職員の教育を行っている事例がある。

Ⅰ

1.立入調査実施における工夫

具体的な取組例

◼ 年度当初の立入調査に係る新任説明会

• 過去改善勧告等措置を発出した事例紹介

• 市町村での指摘事項/好事例などの共有

◼ マニュアル作成・配布

• 職員用の立入調査のやり方に関する内容

• 巡回支援指導実施要領、認可外関係例規集、各種ガイドライン、
施設で使用する帳票様式集等の知っておくべき事項

◼ 経験者と新任者が一緒に立入調査に行く実地研修

権限移譲した市町村への助言・サポート

立入調査の権限を移譲して完全に市町村に任せっきりにするのではなく、毎
年各市町村に対して県に立入調査に同行してもらいたい施設を2施設程度選定
してもらい、県の巡回支援指導員がそれらの立入調査に同行し、市町村に対し
て立入調査のやり方の助言を行っている。また、県の巡回支援指導員が各市町
村の立入調査に同行しサポートを行うことによって、市町村に権限移譲をしつ
つも、県内で統一した基準による指導・監査が可能になっている。さらに、立
入調査のスケジュールの組み方や立入調査当日の職員の業務分担、チェックリ
ストの紹介など、他市町村が実施している工夫・好事例を共有することができ
ている。

茨
城
県

区役所への説明会

横浜市の事務分担では、改善勧告、公表は区業務、業務停止命令以降の重い
処分は市の本庁業務となっている。過去に改善勧告を発出した経験がない区が
多く、業務のやり方がわからなかったり、また、業務繁忙期と重なると改善勧
告の発出が難しかったりする場合がある。そのため、横浜市は、年１回運営指
導の説明会を実施し、過去事例の共有などを通じて、区職員の知識習得につな
げている。

横
浜
市
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認可外保育施設への立入調査について

⑥立入調査実施におけるその他工夫

その他、各自治体が立入調査に関して実施している工夫を下記で紹介する

Ⅰ

1.立入調査実施における工夫

新規に設立された施設への新規施設確認

◆ 新規に設立された施設には、開所後の新規施設確認時に、施設の確認を行うと
ともに、立入調査で指導となりやすい項目等について、丁寧に説明し、開所し
てからすぐに保育施設が改善をできるようにしている。

◆ 新規に設立された施設には開所後半年後以降に立入調査を実施しているため、
開所後から立入調査までの間にも事故等が起きないよう予防する効果や、立入
調査で指導項目が多くならないようにする効果がある。

さいたま市

立入調査カードの活用

◆ 立入調査では、県独自で作成した立入調査カード（Excelの帳票）を使用してい
る。

◆ 立入調査カードは、国の指導監督基準に基づき指導項目が整理されており、立
入調査後は速やかに評価結果を記入し、翌日中には他施設の立入調査に従事す
る監査担当職員や課内で供覧し、結果報告と情報共有が行える。

佐賀県

居宅訪問型施設の書面調査の電子申請化

◆ 居宅訪問型施設の書面調査の際に、居宅訪問型施設のセルフチェックシートを
電子申請システムで申請できるようにしたことで、紙の書類の管理がなくなり、
市がデータを管理しやすくしている。

◆ もともと市が持っている電子申請システムを活用することで、新たにシステム
開発のコストをかけず、チェックシートの質問項目などをとりまとめ、システ
ムに反映することによってシステム化への移行を迅速に行うことができた。

横浜市
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認可外保育施設への立入調査について

新型コロナウイルス影響下においては、新型コロナウイルスのまん延防止等重点措置及び緊
急事態宣言が発出されたり、指導・監督対象の保育施設で新型コロナウイルス感染症の陽性者
が出たりなど、例年とはかなり状況が異なる中で、各自治体が実施した工夫を下記で紹介する。

なお、厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室は「認可外保育施設に対する指導監
督の徹底について（子少発0806 第1号 令和3年8月6日）」（参考資料）において、下記のよ
うに発出している。

Ⅰ

2. 新型コロナウイルス影響下における工夫

参考資料：「認可外保育施設に対する指導監督の徹底について」（子少発0806 第1号 令和3年8月6日）

「新型コロナウイルス感染症の影響により例年同様の指導監督が困難な場合、やむを得ず、前

回の立入調査の結果や立入調査の際必要な項目についてあらかじめ自主点検表を提出させその

内容等を考慮するなどして、対象施設を絞って重点的に指導監督を行ったり、施設長等に来庁

を依頼しヒアリングを行ったりする等の対応を実施することも可能ですので申し添えます。」
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認可外保育施設への立入調査について
Ⅰ

2. 新型コロナウイルス影響下における工夫

書面調査への切り替え・立入調査は優先順位を付けて実施

◆ 原則として、毎年全施設の立入調査を実施する方針としている自治体でも、新
型コロナウイルス影響下では、全施設に対して立入調査を実施することが難し
いため、代わりに書面による調査を実施した。

◆ また、書面調査を基本としつつも、自治体内で優先的に立入調査を実施する保
育施設を定め、特に指導・監督が必要な保育施設に重点を置いて立入調査を実
施した。

佐賀県
⚫ 新規に設立された施設
⚫ 巡回支援指導を実施していない施設 等

横浜市
⚫ ベビーホテル（年１回の立入が必須とされているため）
⚫ 前年度文書指導を実施した施設（改善を確認した施設も含む）
⚫ 新規に設立された施設で立入調査が未実施の施設
⚫ その他区で立入が必要と判断した施設
（保護者や内部職員から苦情が入って特別立入調査を実施した施設、立入調
査等で保育内容が不適切な可能性があると判断した施設など）等

さいたま市
⚫ 新規に設立された施設
⚫ 昨年度文書指導を行った施設
⚫ 昨年度立入調査未実施の施設
⚫ 昨年度口頭指導を行った施設 等

茨城県
⚫ ベビーホテル
⚫ 新規に設立された施設
⚫ 過去に文書指導をしていて認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書
を交付していない施設 等

優先順位の考え方例
～各自治体が優先的に立入調査を実施した施設～
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認可外保育施設への立入調査について
Ⅰ

書面調査における工夫①：写真での施設確認

◆ 現地での立入調査が実施できない場合に書面による調査を実施しているが、認
可外保育施設からの提出調書だけでは実態が判断できない項目がある。

◆ 特に新規に設立された施設に関しては、十分な設備を保有しているかなどにつ
いて、調書のみで確認することは難しく、電話等での聞き取りの他に、施設内
の写真を撮影して提出してもらうことで確認している。

保育施設以外の場所での指導

◆ 巡回支援指導は基本的に、全施設において対面で実施している。

◆ しかし、新型コロナウイルス影響下において、病院内の保育施設等、新型コロ
ナウイルスへの対策に特に気を遣っている施設に対しては、希望に応じて近く
の事務所など、指導会場を保育施設以外で行っている。

2. 新型コロナウイルス影響下における工夫

書面調査における工夫②：業務の役割分担の見直し

◆ 横浜市では、認可外保育施設の指導監督を区と連携して実施しており、書面調
査については、本来区が担当する業務である。しかし、新型コロナウイルスの
陽性者が発生した保育施設の対応など、区の業務のひっ迫に伴い、市が業務を
引き取って書面調査を行い、指導が必要な施設への指導は区が行うという役割
分担を行った。

◆ 実地の立入調査ができなくなった分、立入調査を担当していた市の職員を書面
調査のリソースに充てることで業務を回すことができた。

◆ 通常は立入調査の結果を区が入力し、市の本庁がとりまとめて国に提出する流
れとなっているが、区の業務軽減のために、極力、市の本庁が入力したのちに
区が確認をするようにした。

◆ 書面調査の評価は市の本庁が担当し、評価の結果や内容を保育施設に通知する
のは区の業務としたが、区の転記作業を削減するために、エクセルを修正した。

メールを利用した迅速な通知

◆ 認可外保育施設への周知は、従来横浜市から直接ではなく、区を経由して行っ
ていたが、新型コロナウイルスに関する通知など、迅速に通知しなければなら
ない内容が増えたことを受けて令和4年2月より、横浜市が各施設のメールアド
レスを管理するようにし、郵送ではなくメールでの通知に変更した。

◆ その結果、園の運営に関する通知等を迅速に周知できるようになり、区の業務
負担軽減につながった。
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巡回支援指導事業について
Ⅱ

1.巡回支援指導事業の実施状況

ヒアリングの他に、全国の47都道府県及び1,741市区町村を対象としてアンケートを実施し、
認可外保育施設を対象とした巡回支援指導事業の実施状況を把握した。全国で巡回支援指導事
業がどのように実施されているか、概況をご紹介する。

◼ アンケートに回答があった737自治体のうち、11.1%が巡回支援指導事業を実施

図表1 認可外保育施設を対象とした巡回支援指導事業の実施有無（n=737）

参考：ヒアリング対象自治体の巡回支援指導員（人数/採用形態/資格等）

自治体名 人数 採用形態 資格等

千葉県 13名 外部委託
保育士資格取得者や福祉系（保育）大学等
の教員など専門的知識及び技術を有する者

茨城県 3名 会計年度任用職員 認可保育園勤務経験者

佐賀県 1名 会計年度任用職員
元自治体職員であり、過去に保育所等への
指導監督業務に5年間程度従事した経験あり

横浜市 12名
再任用職員・
会計年度任用職員

保育士資格取得者、元公立保育所園長経験
者、元公立保育所ネットワーク専任保育士

さいたま市 3名 再任用職員 認可保育園長経験者

11.1% 87.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=737

1. 実施している 2. 実施していない

◼ 巡回支援指導員を実施している自治体では、平均3.2人の巡回支援指導員を配置

図表2 雇用形態別・巡回支援指導員数（単位：人）（n=80）

平均値 中央値 最大 最小

1. 自治体採用（任期の定めのない常勤職員、
任期付き職員、再任用職員）

2.1 1 15 0

2. 自治体採用（会計年度任用職員等の非常
勤職員）

1.4 1 9 0

3. 外部委託 0.9 0 13 0

4. その他 0.1 0 4 0

合計人数 3.2 2 15 0
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巡回支援指導事業について
Ⅱ

1.巡回支援指導事業の実施状況

◼ 巡回支援指導員は「認可保育園長経験者」や「認可保育園勤務経験者」、
「保育士資格取得者」など、保育に関する知識や業務経験が豊富な方が多い

◼ 巡回支援指導員の実施している主な業務は、「1.事故防止に関するガイドライン等
の周知や午睡対応をはじめとした事故が発生しやすい場面における対応に関する助
言」、「3.主に衛生面、保育内容等の特定の分野に関する確認・助言」である。

◼ さらに巡回支援指導を実施している約半数の自治体で「9.立入調査の実施」も担当

図表3 巡回支援指導員の有する資格・業務経験 （複数回答）

図表4 巡回支援指導員の実施業務 （複数回答）
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巡回支援指導事業について
Ⅱ

2.巡回支援指導員配置の効果

①改善・指摘事項の大幅改善
～保育の専門家の視点で、保育施設への指導や監査を実施～

立入調査に一般職員と保育に関して専門的な知識や経験を有する巡回支援指導員が同行し、

さらに巡回支援指導員が別途巡回支援指導を行うことで、より専門的な視点から保育施設に指
導・助言を行っている事例がある。

ポイント
➢ 保育に関して専門的な知識や経験を有する巡回支援指導員からの、
複数回の具体的な指導・助言により、保育施設の指摘・改善事項が大幅に改善

一年間で2巡、3巡にわたる巡回支援指導を実施

佐賀県では、年度当初にまず、前年度立入調査の指摘項目等を参考に、施設ごとに指導項目
を定めた上で、巡回支援指導を実施して、年度の後半で立入調査を行うというスケジュールを
組んでいる。指摘項目が多い施設に対しては、巡回支援指導を複数回実施して１年間をかけて
改善を促している。
立入調査の前に全施設に巡回支援指導を行い、問題がある施設に関しては複数回巡回支援指

導を行うことで、立入調査時までに改善しなければならない事項が少なくなる状況をつくるこ
とができている。

年間のスケジュールイメージ
◼ 6月～8月の3ヶ月かけて巡回支援指導を一巡
（凡そ一日当たり2~4施設を周り、管内の全施設を訪問）

◼ その後は必要に応じて、10月～11月に2回目、12月～1月に3回目の
巡回支援指導を行う

◼ 2月以降に立入調査を実施

佐賀県

立入調査における改善・指導件数は、令和元年度から巡回支援指導事業を
開始したことに伴い、事業開始前の平成30年に比べて大幅に減少

図表 佐賀県の認可外保育施設への立入調査における改善・指導事項件数の推移

（佐賀県こども未来課ご作成：令和4年2月時点）

効果
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巡回支援指導事業について
Ⅱ

15

2.巡回支援指導員配置の効果

抜き打ちの午睡調査による事故防止や施設の状況確認

巡回支援指導員を配置することで、原則として全施設を対象に、立入調査と
は別日に抜き打ちで午睡調査を実施できている。各施設への訪問は巡回支援指
導員2名で行っている。保育の経験がある巡回支援指導員が現地で直接指導し
たり、保育施設からの質問に回答したりすることによって事故防止を図ってい
る。
また、午睡調査で巡回支援指導員が施設を訪問した際には、立入調査で指導

した事項の改善状況を確認することもできる。新型コロナウイルス影響下で立
入調査ができなかった施設にも午睡調査で別日に訪問することで、市として施
設の概況を把握することができる。

さ
い
た
ま
市

ポイント
➢ 保育に関して専門的な知識や経験を有する巡回支援指導員からの、複数回の具体的
な指導・助言により、保育施設の指摘・改善事項が大幅に改善

➢ 巡回支援指導員が立入調査とは別に抜き打ちの午睡調査を実施することで、事故防
止に貢献

➢ 巡回支援指導員が一般職員に対して、保育に関する事項の見方について専門的な観
点でアドバイス

①改善・指摘事項の大幅改善
～保育の専門家の視点で、保育施設への指導や監査を実施～

区の立入調査に巡回支援指導員が同行

横浜市内の18か所の区役所と連携し、立入調査を実施。立入調査は基本的に3
名体制で、保育に関する部分は公立保育所園長OBであり知識や経験を有する市
の巡回支援指導員が担当し、その他項目は区の事務職員2名が担当する分担とし
ている

横
浜
市

市町村の立入調査に巡回支援指導員が同行

県管轄の立入調査は原則として、福祉施設の監査を担当する部署の一般職員
2名と認可保育園勤務経験者である巡回支援指導員2名の計4名で実施している
立入調査の権限を移譲して完全に市町村に任せっきりにするのではなく、毎

年各市町村に対して県に立入調査に同行してもらいたい施設を2施設程度選定
してもらい、県の巡回支援指導員がそれらの立入調査に同行し、市町村に対し
て立入調査のやり方の助言を行っている。また、県の巡回支援指導員が各市町
村の立入調査に同行しサポートを行うことによって、市町村に権限移譲をしつ
つも、県内で統一した基準による指導・監査が可能になっている。さらに、立
入調査のスケジュールの組み方や立入調査当日の職員の業務分担、チェックリ
ストの紹介など、他市町村が実施している工夫・好事例を共有することができ
ている。

茨
城
県



巡回支援指導事業について
Ⅱ

2.巡回支援指導員配置の効果

②保育施設との信頼関係の構築
～保育施設に寄り添い、良好な関係を構築築～

保育施設の中には、自治体からの立入調査や監査に警戒感を示す施設があるが、巡回支援指
導という施設に寄り添った“支援”によって、自治体からの指導や助言が保育施設側に受け入れ
てもらいやすくなっている事例がある。

ポイント
➢ 監査である立入調査と支援である巡回支援指導を切り離すことで、保育施設が安心
して相談でき、事故防止や保育内容の改善等に向けた指導が浸透しやすくなる

➢ 認可保育園長経験者など保育の専門家である巡回支援指導員を配置することで、保
育施設側の悩みに具体的な助言が可能になり、自治体が保育施設から頼ってもらえ
る存在に

➢ 毎年巡回支援指導を行うことで、巡回支援指導員と保育施設の間に信頼関係が生ま
れる
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監査とは切り離した"支援"の位置づけにより保育施設側の抵抗感を軽減

巡回支援指導については、保育施設の監査業務とは一切切り離し、あくまで
も保育施設に寄り添った"支援"と位置付けている。かつては、巡回支援指導を
実施したい旨を保育施設に連絡すると、監査ではないかと警戒され断られるこ
ともあったが、監査とは切り離された"支援"であると丁寧に説明することで、
施設側に受け入れてもらいやすくなり、事故防止や保育内容の改善等に向けた
指導が浸透しやすくなるというメリットがある。巡回支援指導員は、主に安全
面の指導・アドバイスを実施している。
また、認可外保育施設は他施設との連携や繋がりがない施設も多く、巡回支

援指導は各保育施設が困っていることを相談できる場にもなっており、好評で
ある。
具体的には、保育施設から「巡回支援指導員に施設の不安を聞いてもらって

よかった」、「重大事故が発生しやすい場面、事故防止に対しての指導が参考
になった」、「改善方法について具体的に実例をあげて教えていただけた」な
どという声をもらっている。

千
葉
県

認可保育園長経験者の巡回支援指導員を配置

認可保育園長経験者から巡回支援指導員を選任することで、一般職員に不足
しがちな経験や知見を補い、保育施設に対して適切な判断・指導・助言ができ
るようになる。
また保育施設側にも巡回支援指導員が認可保育園長経験者であると伝えるこ

とで、保育施設からの信頼を得やすくなり、指導や助言を施設側に受け入れて
もらいやすくなる。

さ
い
た
ま
市



巡回支援指導事業について
Ⅱ

2.巡回支援指導員配置の効果

②保育施設との信頼関係の構築
～保育施設に寄り添い、良好な関係を構築～
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横浜市

巡回支援指導員は巡回訪問と立入調査をそれぞれ実施

巡回訪問と立入調査を別日にし、それぞれ位置づけをはっきりさせていることが特徴である。
呼び方も「巡回支援指導」ではなく、“指導”という言葉を使わない「巡回訪問」とすることに
よって、保育施設に寄り添い、気軽な相談の場として保育施設の改善に役立っており、一つの
保育施設に対して、立入調査と巡回訪問という異なるアプローチで改善を促すことができる。
横浜市では、巡回支援指導員を「保育相談員」として12名配置しており、「巡回訪問担当」

と、前の項目にも示している「立入調査担当」に分かれている。
巡回訪問の対象施設は、主に特定教育・保育施設、認可外保育施設等であり、立入調査の対

象施設は、認可外保育施設等である。
主な業務は以下の表のとおりである。

図表 横浜市の巡回支援指導員の主な業務

（横浜市ご作成）

巡回訪問 立入調査

事業開始時期 平成30年4月 平成15年4月

対象施設
特定教育・保育施設、
認可外保育施設等

認可外の保育施設

対象施設数
（令和3年4月現在）

1,426 396

訪問頻度 複数年かけて実施 年1回実施

主な業務内容
重大事故防止と保育の質の向上に関す
る項目についてのヒアリングや助言、
施設見学

区が実施している立入調査への同行、
保育に関する調査項目の確認、立入調
査での指摘事項の改善の有無確認

その他

- 家庭的保育事業へ年2回の訪問

公立保育所の民間移管園への訪問
親と子のつどいの広場への訪問

毎年の巡回支援指導により、信頼関係を構築

巡回支援指導員は、過去に認可外保育施設の指導監査等に従事していた経験
を有しており、各施設との信頼関係が構築できている。そのため、年数を重ね
るにつれて、指導を受ける施設とのコミュニケーションが円滑に進むように
なっている。

佐
賀
県



巡回支援指導事業について
Ⅱ

2.巡回支援指導員配置の効果

③自治体職員の業務負担軽減
～一般職員の業務の一部を支援～

巡回支援指導員を配置することによって、専門的な指導や助言を可能にするだけでなく、一

般職員の業務負荷を軽減できている事例がある。
下記にて、「（A）立入調査や巡回支援指導における業務負荷軽減例」と書類の確認や事務

作業等を含む「（B）立入調査や巡回支援指導以外における業務負荷軽減例」について紹介す
る。
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（A）立入調査や巡回支援指導における業務負荷軽減例

巡回支援指導員に下記を任せることで、一般職員の業務負荷を軽減
することができる

◼ 立入調査における保育に関する項目の確認・指導・助言

◼ 権限移譲先の市町村職員への立入調査のやり方の教育

◼ 抜き打ちの午睡調査、無償化にむけた書類確認など巡回支援指導、
巡回訪問

区の立入調査に巡回支援指導員が同行

横浜市内の18か所の区役所と連携し、立入調査を実施。立入調査は基本的に3
名体制で、保育に関する部分は公立保育所園長OBであり知識や経験を有する市
の巡回支援指導員が担当し、その他項目は区の事務職員2名が担当する分担とし
ている

横
浜
市

市町村の立入調査に巡回支援指導員が同行

県管轄の立入調査は原則として、福祉施設の監査を担当する部署の一般職員
2名と認可保育園勤務経験者である巡回支援指導員2名の計4名で実施している
立入調査の権限を移譲して完全に市町村に任せっきりにするのではなく、毎

年各市町村に対して県に立入調査に同行してもらいたい施設を2施設程度選定
してもらい、県の巡回支援指導員がそれらの立入調査に同行し、市町村に対し
て立入調査のやり方の助言を行っている。また、県の巡回支援指導員が各市町
村の立入調査に同行しサポートを行うことによって、市町村に権限移譲をしつ
つも、県内で統一した基準による指導・監査が可能になっている。さらに、立
入調査のスケジュールの組み方や立入調査当日の職員の業務分担、チェックリ
ストの紹介など、他市町村が実施している工夫・好事例を共有することができ
ている。

茨
城
県
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一般職員と巡回支援指導員がペアになって立入調査を実施

立入調査に関しては、一般職員と認可保育園長経験者の巡回支援指導員がペ
アになりチームを組成している。保育に関する項目は巡回支援指導員に任せ、
一般職員はその他の項目を確認する分担であるため、一人当たりの調査項目を
半分程度にできている。
また、立入調査で指導をした施設には継続的に施設に出向き、フォローアッ

プを実施している。具体的には立入調査で指導をした施設には後日改善報告書
を提出してもらうこととし、改善が見られない場合や、資料が提出されない場
合は、2ヶ月に1度一般職員と巡回支援指導員が一緒に継続的に現地を視察し、
状況を確認・指導をしている。

抜き打ちで午睡調査を実施

巡回支援指導員を配置することで、原則として全施設を対象に、立入調査
とは別日に抜き打ちで午睡調査を実施することができている。各施設への訪問
は巡回支援指導員2名で行っている。保育の経験がある巡回支援指導員が現地
で直接指導したり、保育施設からの質問に回答したりすることによって事故防
止を図っている。
また、午睡調査で巡回支援指導員が施設を訪問した際には、立入調査で指導

した事項の改善状況を確認することもできる。新型コロナウイルス影響下で立
入調査ができなかった施設にも午睡調査で別日に訪問することで、市として施
設の概況を把握することができる。

さ
い
た
ま
市

指導監督基準にはない運営面でのサポート

令和元年度には全施設を訪問し、保育無償化への対応状況を確認した。その
時点でほとんどの施設が問題なく対応していたが、その後も新規に設立された
施設などに対しては、巡回支援指導や立入調査時に口頭で書類整備等について
困っていることはないか確認している。

佐
賀
県
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（B）立入調査や巡回支援指導以外における業務負荷軽減例

下記の事務作業なども巡回支援指導員に依頼することで、一般職員
の業務負荷が軽減できる

◼ 立入調査や巡回支援指導の日程調整

◼ 運営状況報告書の内容確認・とりまとめ

◼ 巡回支援や立入調査後の改善状況の取りまとめ

◼ 保育施設に提示する様式や情報発信資料の作成

◼ 各種マニュアルの作成

◼ 無償化や補助金申請の書類の確認

◼ 保育内容に関する問い合わせや相談への回答対応

巡回支援指導員にはPC（WordやExcel）スキルがあるため、立入調査だけで
なく、届出の受付や運営状況報告書のとりまとめ、相談の電話への対応などに
加えて、調査結果の集計などを含めた認可外保育に関する業務全般を対応して
もらうことができており、必須条件ではないが、PC（WordやExcel）スキルが
ある方を選任することで一般職員の業務負荷を軽減がすることができる。

茨
城
県

立入調査がない時期も、巡回支援指導員には、認可外保育施設に関わる事務
作業（立入調査の日程調整、無償化や補助金申請の書類・運営状況報告書等の
保育施設からの提出書類の確認等）も依頼しており、一般職員の作業負担が大
きく軽減されている。
また、市に寄せられる保育内容に関する問い合わせや相談に関しても巡回支援
指導員から回答することで、一般職員の業務負荷を軽減するとともに、専門的
な知識や経験に基づく助言・回答ができている

さ
い
た
ま
市

巡回支援指導員が業務と並行して、巡回支援指導実施要領、認可外関係例規
集、各種ガイドライン、施設で使用する帳票様式集等のマニュアルを整備する
ことで、巡回支援指導員が入れ替わっても業務が円滑に実施できるように準備
をしている。

佐
賀
県
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専門家によるより詳細な保育施設の状況把握

◆ 巡回支援指導員は立入調査を実施する一般職員と異なり、保育士資格を有する
者や福祉系大学の教員等、保育に関して専門的な知見を有する者が担っている。

◆ そのため、立入調査では把握しきれないような些細な保育施設の変化なども気
づくことができ、その報告を受けることでより詳細に県が保育施設の状況を把
握できる。

千葉県

認可外保育施設の指導監督以外の活用

◆ 巡回支援指導員は保育の知識や経験を有するため、認可外保育施設以外の業務
にも携わってもらい、貴重な専門人材の活用の場を限定しないようにしている。

◆ 具体的には、民間移管する公立保育所の移管先である法人のフォローに訪問し
てもらったり、他の課が実施している「親と子のつどいの広場」など、親や子
どものための行政施策に関して、専門家として関わってもらったりしている。

横浜市
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毎年前年度の分析をし、重要指導事項を定める

◆ 県内の保育施設の現状に即した指導ができるよう、毎年前年度の立入調査の改
善・指導事項を集計・分析し、新年度の巡回支援指導での重要指導事項を定め
ている。

佐賀県

保育施設に寄り添った具体的な指導・助言 －様式集作成ー

◆ 施設への指導に当たっては、施設ごとの基本情報、前回立入調査の改善指導事
項の改善状況報告及び施設運営のその他の確認事項等を記載した指導票を用い
て確認・助言等を行っている。

◆ 立入調査の指導だけでは「どのように改善して良いかわからなかった」という
保育施設もあったが、巡回支援指導で複数回訪問中する中で、具体的な指導を
丁寧に実施することにより多くの施設で状況が改善された。

◆ 特に書類関係の不備がある施設に対しては、書類不備を指摘するだけでなく、
それぞれの様式を提示して参考にしてもらっている。

◆ 具体的には、健康診断の診断書が包括的な内容しか書かれていないような場合
に、より詳細な診断項目を記入できる様式を渡すことで、保育施設が新たに自
分達で様式を作成する手間を軽減しつつ、改善ができるようにしている。

佐賀県

巡回支援指導事業を外部事業者へ委託し、全件ではなく優先順位
をつけて実施

◆ 県では保育所を有していないことから保育現場の職員が存在せず、巡回支援指
導員を県が直接採用する場合は、採用や指導員育成に係る時間及び費用が必要
となる。このため、巡回支援指導事業を外部事業者へ委託することによって、
専門知識や経験を持つ方を複数名、短期間で活用できるようになっている。

優先的に巡回支援指導の対象とする施設（千葉県）
◼ ベビーホテル（全施設に実施）
◼ 新規に設立された施設
◼ 前年度までに立入調査で指導を行った施設
◼ 巡回支援指導員から再度訪問を行いたいとの意見があった施設

千葉県
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巡回支援指導後のアンケート実施

◆ 巡回支援指導実施後には保育施設にアンケートを実施し、巡回支援指導がどう
役立っているかなどを確認することで、巡回支援指導事業の改善やアンケート
に回答した保育施設のその後の指導に役立てることができる。

千葉県

保育施設に寄り添ったわかりやすい情報発信

＜巡回訪問つうしん＞（参考資料1）

◆ 新型コロナウイルスの影響により、年度途中に巡回訪問が休止となったが、訪
問休止の期間は、訪問に代わる事故防止の啓発として、「巡回訪問つうしん」
等を発行した。訪問再開後も2か月に1回程度のペースで不定期に継続して発行
している。

◆ 「巡回訪問つうしん」は各保育・教育施設に郵送し、横浜市のHP上にも掲載
している。誰にでもわかりやすいよう、視覚的に情報を伝えることで、施設側
からもわかりやすいと言ってもらえたり、園内研修の材料にもしてもらえたり
している。

＜より良い保育のためのチェックリスト＞（参考資料2）

◆ 保育者が自身の保育を見直す手立てとして「より良い保育のためのチェックリ
スト」などを立入調査や巡回訪問等で配布している。

◆ この人権擁護のためのチェックシートは、もともとは全国保育士会が作成して
いるが、それに保育の中で起こり得る事例を盛り込み、園内研修やセルフ
チェックに役立てられるよう、レイアウト等も工夫してわかりやすい内容と
なっている。

＜事故防止と事故対応 安全安心な教育・保育環境を整えるために＞

（参考資料3）

◆ 保育・教育施設での事故防止や事故対応について職員間での共有を図り、安
心・安全な環境を整えるツールとして、食事、睡眠、水遊び、散歩、災害対策
などのポイントをまとめた資料「事故防止と事故対応 安全安心な教育・保育
環境を整えるために」を配布したり、全施設に対して「事故防止と事故対応」
の冊子を送付したりしている。

横浜市
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参考資料1：「巡回訪問つうしん 楽しい散歩のために編」（横浜市作成）
（https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kosodate/jikotaio/hoiku.htmlに掲載）
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参考資料2：「より良い保育のためのチェックリスト」（横浜市作成）
（https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kosodate/jikotaio/hoiku.htmlに掲載）
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参考資料３：「事故防止と事故対応 安全安心な教育・保育環境を整えるために」
（横浜市作成）

（「事故防止と事故対応」の冊子はhttps://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kosodate/jikotaio/hoiku.htmlに掲載）
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